
第１回 横浜市税制調査会 

 

＜ 日 時 ＞ 平成 24年７月 12日（木）17:00～19:00 

＜ 場 所 ＞ 市庁舎２階応接室 

 

 

 

議 事 次 第 

 

 

１ 開 会 

 

２ 副市長あいさつ 

 

３ 座長の選任について 

 

４ 諮 問 

 

５ 議 題 

（１）今後の進め方について 

 

６ その他 

 

７ 閉 会 
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【参考資料①】地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会資料 

【参考資料②】大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望（指定都市） 
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横浜市税制調査会運営要綱 

 

制定 平成 24 年３月 30 日（局長決裁） 

改正 平成 24 年７月 12 日（局長決裁）     

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、横浜市附属機関設置条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 49 号）第４条の

規定に基づき、横浜市税制調査会（以下「調査会」という。）の組織、運営その他必要な事項

について定めるものとする。 

 

（担任事務） 

第２条 横浜市付属機関設置条例第２条第２項に規定する調査会の担任する事務の細目につい

ては、次に掲げるものとする。 

(1) 政策目標実現のための税軽減や超過課税などに関すること 

(2) その他本市の税制に関すること 

  

（委員） 

第３条 委員は、地方税財政制度に精通し、専門的知識を有する公平な立場にある学識経験者

その他市長が適当と認める者のうちから、市長が任命する。 

２ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員の代理は、認めないものとする。 

 

（臨時委員） 

第４条 調査会に、特別の事項について調査審議をさせるため必要があるときは、臨時委員を

置くことができる。 

２ 臨時委員は、学識経験者その他市長が必要と認める者のうちから市長が任命する。 

３ 臨時委員は、特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されたものとする。 

 

（座長） 

第５条 調査会に座長を１人置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 座長は、調査会を代表し、会務を掌理する。 

３ 座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、あらかじめ座長の指名する委員が、そ

の職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 調査会の会議は、必要のつど座長が招集する。ただし、座長が選出されていないとき

は、調査会の招集は市長が行う。 

２ 座長は、調査会の会議の議長とする。 

資料 １ 



３ 調査会は、委員（議事に関係のある臨時委員を含む。次項において同じ。）の過半数以上

の出席がなければ会議を開くことができない。 

４ 調査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、座長の決する

ところによる。 

 

（部会） 

第７条 調査会に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、座長が指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、部会長は、部会の委員の互選によって定める。 

４ 第５条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条中の「座長」と

あるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「部会の委員」と読み替えるものとする。 

 

（会議の公開） 

第８条 調査会の会議については、横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成 12 年２月

横浜市条例第１号）第 31 条の規定により、公開するものとする。 

２ 調査会の会議を傍聴する者（以下「傍聴者」という。）の定員は、座長が定める。 

３ 会議の傍聴を希望する者は、傍聴の申込をすることとし、定員を超えている場合は、傍聴

者を抽選で決定する。 

 

（秩序の維持） 

第９条 調査会は、傍聴席を指定するものとする。 

２ 傍聴者は、会場において、写真撮影、録画、録音等を行ってはならない。ただし、座長が

許可した場合はこの限りではない。 

３ 調査会は、危険物を所持している者、酒気を帯びている者その他座長が会議の運営に支障

があると認める者の入室を拒否することができる。 

４ 座長は、傍聴者が会議の進行を妨害する等会議の運営に支障となる行為をするときは、当

該傍聴者に会議の運営に協力するよう求めるものとする。この場合において、座長は、当該傍

聴者がこれに従わないときは、会場からの退去を命じることができる。 

 

（会議の非公開） 

第 10 条 第８条の規定にかかわらず、横浜市の保有する情報の公開に関する条例第 31 条ただ

し書きの規定により会議の全部又は一部を公開しないこととする場合には、座長が決定するも

のとする。 

２ 会議を非公開とする場合において、座長は、その指定する者以外の者及び会議を傍聴する

者を会場から退去させるものとする。 

  

（意見の聴取等） 

第 11 条 調査会は、会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見

または説明を聞くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

 



 

（パブリックコメント手続の実施） 

第 12 条 横浜市パブリックコメント実施要綱第４条第２項の規定による調査会の答申、報告書

等の提出に関するパブリックコメント手続の実施については、座長が調査会に諮って定めるも

のとする。 

 

（庶務） 

第 13 条 調査会の庶務は、財政局主税部税制課において処理する。 

 

（委任） 

第 14 条 この要綱に定めるほか、調査会の運営に関し必要な事項は、座長が調査会に諮って定

める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

 （関係要綱の廃止） 

２ 横浜市税制研究会設置要綱は、廃止する。 

 

   附 則（平成 24 年７月 12 日財税制第 279 号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 24 年７月 12 日から施行する。 
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今後の進め方について（事務局たたき台） 

 

主な論点 

○ 課税自主権の活用上の考え方について 

課税自主権の活用の考え方について再確認を行う。 

   例）手法の観点 

・税率の課税自主権の活用（超過課税、軽減税率） 

・税目の課税自主権の活用（法定外税、法定任意税） 

・課税免除、不均一課税 

     目的の観点 

      ・財源確保策としての課税自主権の活用 

      ・政策誘導策としての課税自主権の活用 

 

○ 住民自治の確立に向けた地方税制度改革に対する横浜市の考え方について 

税制を通じて住民自治を確立し、地域主権改革を推進するため、現行の地方

税制度を「自主的な判断」と「執行の責任」を拡大する方向で抜本的に改革す

る、とされた地方税制度改革に対する横浜市の考え方について 

（参考）「地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会」の検討内容 

・ 地域決定型地方税制特例措置（通称：わがまち特例）の導入 

・ 法定任意税の取扱い 

・ 税率の選択の自由拡大のための環境整備 

・ 消費税・地方消費税の賦課徴収に係る地方団体の役割の拡大 

・ 法定外税の新設・変更への関与の見直し 等 

  ＜参考資料① 地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会 資料＞ 

 

○ 大都市の税制度のあり方について 

大都市ならではの課題に対応する今後の税制上の措置のあり方について 

例）事務配分の特例により、指定都市に道府県の事務・権限が移譲されて

いるにも関わらず、必要な財源について税制上の措置が不十分であるこ

とについて 

  ＜参考資料② 大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望（指定都市）＞ 

資料 ３ 



 資料１－１   

地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会 開催要綱 

 

１．趣   旨 

税制を通じて住民自治を確立し、地域の自主性・自立性を高めるため、現行の地方

税制度を「自主的な判断」と「執行の責任」を拡大する観点から、抜本的に改革する

上での諸課題について検討するため、研究会を開催する。 

 

２．名   称 

本研究会の名称は、「地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会」（略称 「自

主・自立税制研究会」という。）とする。 

 

３．研 究 項 目 

  自治の原点である「税」に関し、地域の住民が自ら決定し、またその決定について

自らが責任を持てる地方税制度の実現に向けた諸課題について検討を行う。 

   （１）「自主的な判断」の拡大 

      地方税法等で定められている過剰な制約を取り除き、地方自治体が自主的に

判断し、条例で決定できるような仕組みの検討 

   （２）「執行の責任」の拡大 

      地方自治体が課税に当たって納税者である住民と直接向き合う機会を増やす

ような仕組みの検討 

 

４．構 成 員 

別紙のとおり。 

 

５．運   営 

（１）本研究会は、総務省において開催する研究会とする。 

（２）本研究会に座長を置き、総務大臣があらかじめ指名する。 

（３）座長は、本研究会を招集する。 

（４）座長は、必要があると認めるときは、あらかじめ座長を代行する者を指名する

ことができる。 

（５）座長は、必要な者に研究会への出席を求め、その意見を聴取することができる。 

（６）座長は、必要があると認めるときは、構成員等による実地調査を実施すること

ができる。 

（７）会議及び資料は原則として公開とし、議事録については、会議の終了後、構成

員の確認の上、公表。 

（８）その他、研究会の運営に必要な事項は座長が定める。 

 

６．庶   務 

研究会の庶務は、総務省自治税務局企画課において処理する。 
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（別紙） 

 

地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会 

（略称 「自主・自立税制研究会」） 構成員名簿 

 

 

  座 長 碓
うす

  井
い

  光
みつ

  明
あき

 （明治大学大学院法務研究科教授） 

      青
あお

  山
やま

  彰
あき

  久
ひさ

 （「読売新聞」編集委員） 

     石
いし

 井
い

 隆
たか

 一
かず

 （富山県知事） 

      井
い

  手
で

  英
えい

  策
さく

 （慶應義塾大学経済学部経済学科准教授） 

      植
うえ

  田
た

  和
かず

  弘
ひろ

 （京都大学大学院経済学研究科教授） 

      清
きよ

  原
はら

  慶
けい

  子
こ

 （東京都三鷹市長） 

      櫻
さくら

 井
い

  敬
けい

  子
こ

 （学習院大学法学部教授） 

      佐
さ

  藤
とう

  英
ひで

  明
あき

 （慶応義塾大学大学院法務研究科教授） 

      人
ひと

  羅
ら

     
ただし

格 （「毎日新聞」論説委員） 

      
まき

牧  
はら

原     
いずる

出 （東北大学大学院法学研究科教授） 

      
もち

持  
だ

田  
のぶ

信  
き

樹 （東京大学大学院経済学研究科教授） 

      
よこ

横  
やま

山     
あきら

彰 （中央大学総合政策学部教授） 

 

                         （敬称略） 



＜ 「自主的な判断」の拡大＞

具体的な検討項目と主な論点

○ 法定任意軽減措置制度（仮称）の創設

＜「執行の責任」の拡大＞

○ 消費税・地方消費税の賦課徴収に係る地方団体の役割の拡大

 地方税法で規定する税負担軽減措置等については、極力廃止した上で、

ⅰ 一律に全地方団体に適用するもの ⅱ 各地方団体の選択に委ねるもの（法定任意軽減措置）

に分類するためのメルクマールの策定

 地方団体の選択の範囲の整理と地方税法の規定例の策定

 法定任意軽減措置に係る地方財政上の取扱いの検討

○ 法定税の法定任意税化・法定外税化の検討
 税収が僅少な法定税や法定任意税の取扱いの検討

○ 制限税率の見直し
 納税者の権利保護や社会経済・他団体への影響等の観点を踏まえた見直しの検討

○ 地方団体の税率等の選択の自由拡大のための環境整備
 標準税率のあり方や地方交付税制度・地方債制度との関係についての検討

○ 法定外税の新設・変更への関与の見直し
 国が関与を行う意義の整理（国の経済政策との関係の整理）

 現行の同意要件の見直し

 国の関与の手続きの見直し

 地方団体による申告書の受理等を可能にするための制度の検討
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大 都 市 財 政 の 実 態 に 即 応 す る 

財 源 の 拡 充 に つ い て の 要 望 

 

（平成 24 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

指 定 都 市 

 

 

参考資料② 
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指定都市には、事務配分の特例により道府県の事務・権限が移譲されているが、

地方税制は事務・権限に関わりなく画一的であるため、移譲された事務に必要な

財源について、税制上の措置が不十分である。 

指定都市の市民は、道府県から移譲された事務（以下「大都市特例事務」とい

う。）について、指定都市から行政サービスを受けているにもかかわらず、その負

担は道府県税として納税しており、受益と負担の関係にねじれが発生している。 

したがって、指定都市の大都市特例事務に係る経費のうち、税制上の措置不足

額については、個人道府県民税、法人道府県民税及び地方消費税の複数税目から

の税源移譲による税源配分の見直しを行い、大都市特例税制を創設すべきである。 

また、真の分権型社会を実現していく中で、新たに道府県から指定都市に移譲さ

れる事務・権限についても、併せて必要な財源についての指定都市への税制上の

措置を講ずる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大都市特例事務の例示  

地方自治法に基づくもの 

・児童福祉      ・民生委員    ・身体障害者福祉 ・生活保護 

・行旅病人及び死亡人 ・社会福祉事業  ・知的障害者福祉 ・母子家庭及び寡婦福祉

・老人福祉      ・母子保健    ・障害者自立支援 ・食品衛生 

・墓地、埋葬等規制  ・興行場、旅館及び公衆浴場営業規制 

・精神保健及び精神障害者福祉      ・結核予防    ・都市計画 

・土地区画整理事業  ・屋外広告物規制 

 

個別法に基づくもの 

・土木出張所     ・衛生研究所   ・定時制高校人件費 

・国、道府県道の管理 ・道府県費負担教職員の任免、研修  等 

[重点要望事項詳細説明＜税制関係＞] 

３ 事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 

道府県から指定都市に移譲されている事務について所要額が税制上措置さ

れるよう、道府県から指定都市への税源移譲により大都市特例税制を創設する

こと。 

  

  

指指定定都都市市のの市市民民はは  

☆☆  大大都都市市特特例例事事務務にに係係るる行行政政ササーービビススはは「「指指定定都都市市かからら受受益益」」  

★★  そそのの負負担担はは「「道道府府県県へへのの納納税税」」  

 

受 益 と 負 担 の 関 係 に ね じ れ 

大大都都市市特特例例事事務務にに係係るる経経費費はは  

道道府府県県かからら指指定定都都市市へへのの税税源源移移譲譲にによよるる  

税税源源配配分分のの見見直直しし（（大大都都市市特特例例税税制制のの創創設設））にによよりり措措置置すすべべきき  

（（個個人人道道府府県県民民税税、、法法人人道道府府県県民民税税及及びび地地方方消消費費税税のの複複数数税税目目かかららのの税税源源移移譲譲））  
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大都市特例事務に係る税制上の措置不足額 

（平成２３年度予算に基づく概算）

  

道道府府県県にに代代わわっってて負負担担ししてていいるる  

大大都都市市特特例例事事務務にに係係るる経経費費  
（特例経費一般財源等所要額） 

同同左左税税制制上上のの措措置置  

３，５３８億円 

 

地方自治法に基づくもの 

土木出張所 

衛生研究所 

定時制高校人件費 

国・道府県道の管理等 

２，１３２億円 

 

１，４０６億円 

 

税制上の措置済額 

 

税制上の 

措置不足額 

これに加え、道府県から指定都市へ新たに事務移譲・権限移譲が行

われる場合は、所要額について税制上の措置が必要！！ 
 

・道府県費負担教職員給与費  約８，２００億円 など 

（平成21年度決算をもとに推計） 
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